




を失わずに、単に社会全体の利益だけではなく、自己の所属する集団の

利益も前提にして、その利益に自己の利益を従属させて行動（労働）す

る人間－これがコレクチビストである。

　このような集団主義者は、現実に、どれくらいの規模で存在していた

のか？筆者（宮坂）はかつて「労働規律のあり方が集団主義の指標であ

る」と考えて、ソ連邦時代の労働規律違反の統計を調べたことがある。

例えば、図表 10 や図表 11 はその一例である。前者はカザフ共和国の肉

かん詰コンビナートにおいて実施された労働規律違反調査であり、後者
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はゴーリキー市およびゴーリキー州の企業で労働規律違反者 5,922 人を

対象に実施された調査である。

　いずれにしても、当時のソ連邦において，労働規律違反がどれほどの

水準で生じているかを正確に示している資料は見出せなかったが、ある

文献の言葉を借りれば、ソヴィエト「社会主義社会のなかで、労働規律

の順守、誠実な自発的な労働、が圧倒的大多数の人々にとって、通常の

行動規範となった」とはいえない、というのが当時の状況であった。

　そのような現状を反映して、労働規律を保障し強化するために、「社

会主義制度に固有な」措置として、（1）説得、（2）誠実な労働に対する

奨励、（3）強制（法的責任を問うことであり、懲戒処分と呼ばれる）が

利用されていた。これらの方法のなかで「基本的なもの」として位置づ

けられていたのが説得である。説得とは労働者や職員の責任感や自覚そ

して規律正しさを育成し向上させるために社会的組織だけではなく管理

部によっても実施されるさまざまな社会的措置（たとえば、管理者と部

下の意見交換）である。

　これらの現状（規律違反現象の発生）は、従業員が社会的利害や集団

的利害を正しく理解できていないこと、当時の社会が社会的利害（集団

的利害）と個人的利害の統一に成功していないことを示していた。した

がって、研究者のなかには、利害の統ーを客観的に保障するメカニズム

をつくりだすことが現段階ではより重要なことである、という認識が拡

がっていた。例えば、チャングリ（Чангли,И.）（20）もその一人であり、

彼女に拠れば、規律はつぎのようにして維持される。

（1）横暴な権力の影響のもとであるいは厳しく運命づけられた社会的必

要性のもとで。これは（非経済的あるいは経済的強制によって維

持される）強制的な規律である

（2）勤労者によって認識された客観的な自然的および社会的必要性とし

て。これは、伝統的に形成されてきたあるいは法的に定められた
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規則の順守を要求する、意識的な自発的な規律である

（3）（一定の要求が個人的に呈示される）個人の内的衝動として。これ

は自主規律である。

　そして、チャングリ自身は、当時のソ連邦は、基本的には、（2）の状

態にあり、（2）から（3）へと移行できるか否かは利害の統ーを生産（労

働）過程のなかで具体的に再生産していくことができるかどうかにか

かっている、との展望を示していたが、その結果が検証されることなく

ソヴィエト社会主義は「崩壊」してしまった。

　ソヴィエト的な「集団主義」について筆者が把握している事柄は以上

である。この作業によって、27 ページで紹介した、「集団主義が社会主

義の遺産」である、といわれる場合の「遺産」の意味はほぼ理解された

と思われる。

3-3 現代ロシアにおける集団主義と個人主義の相克

　ここで、当初の疑問に戻る。ロシア企業で働く人々の価値観は（個人

主義から集団主義へ）変化したのか？　変化したとするならば、それは、

グローバル化の影響なのか、それとも体制転換の結果なのであろうか？ 

という疑問である。

　クラフチェンコ（Кравченко,А.И.）（21）が論文「ロシアにおける３つの

資本主義」（1999 年）のなかで興味深い一文を書いている。ちなみに、

３つの資本主義とは、1）革命以前の資本主義（1861 ～ 1917）、2）革命

後の資本主義（1929 ～ 1934）、3）ポスト社会主義の資本主義（1989 ～

現在）である。

　クラフチェンコに拠れば、「相対立するものが一体となっていること

－これがロシアの歴史的な運命であり独特なダイナイズムである」。こ

のような前提に立って、彼は続けて次のような現状分析を開陳している。

「我々は 80 年代に発達の１つのピーク－社会主義競争（しかし、それは
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見せかけに退化してしまっていた）や同志的な相互援助（しばしば連帯

保証に隠れてしまっていた）－を迎え、やがて集団主義がその歴史的使

命を終え、その内容が骨抜きにされてしまった。そして社会主義が 90

年代初めに資本主義にスムーズに移行したのだ。多くの人々が胸をなで

下ろした。もうこれで集団主義者の振りをしなくとも良いのだ、と」。

　ただし彼自身はこのような状況を冷ややかに眺めつぎのように述べて

いる。それは、「集団主義は滅びてしまったのか？」という問い（逆に

言えば、滅びてしまって良いのか？という問い－宮坂付言）に集約され

ている。「90 年代の中頃から資本主義が少し病気にかかると過去へのノ

スタルジアが蔓延し、社会のためにアクティブに働こうという気持ちを

なくしてしまった。そのため、我々は今日の欠陥を過去の成果（無償教

育・医療、仕事の保証、中程度の所得の保証など）と性急に比べ始めた。

そして一定の社会的価値部分だけを選好し、問題を全体として解きほぐ

そうとせず、道に迷っている。･･･ 我々のメンタリティの構成部分につ

いても同じことが該当する」。

　クラフチェンコは一時的な社会経済的現象に惑わされることなく事態

（の本質）に立ち向かうことをアピールしている。彼に拠れば、「国民的

なメンタリティの２つの構成部分（集団主義と個人主義）は共に不要で

はないし消えていないのである」。なぜならば、「それぞれが自己表現に

とって最も相応しい手段であるからであり、そのことは、いかなる経済

制度（社会主義と資本主義）にもイデーの制度（スラブ主義と西欧主義）

にもそして管理のタイプ（行政とマネジメント）にも当てはまる」事柄

なのである。

　クラフチェンコの問いを本稿の問題意識に沿って書き改めると、つぎ

のように文章化される。集団主義的行動は社会主義というイデオロギー

の「政治的機能」の結果としてうみだされた産物にすぎなかったのか、

働くヒトの立場からいえば、その「枠」に合わせて、行動せざるをえな
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かったのか、それとも国民性として集団主義に馴染みやすいキャラク

ターを備えていたのか、と。

　この問題に直接に答えるまえに、ロシアから見た個人主義及び集団主

義の意味を整理する作業を兼ねて、（29 ページで引用した）グリャンス

カヤの学位申請論文を読み解き、ロシアの関連学会の動向の一端を確認

する。彼女は、ロシアの企業文化を最適な形で形成・維持していくため

には個人主義と集団主義の２つの価値観が必要である、という主張を積

極的に展開している。

　グリャンスカヤが俎上に載せているのがカピトノフたち（Капитонов, 

Э.А. & Капитонов, А.Э.）の企業文化論である（22）。彼らに拠れば、「現代の

ロシア組織の最優先課題は、50-70 年代の産業資本主義社会の高いレベ

ルの企業文化と肩を並べ、発展したポスト工業文明と足並みをそろえる

･･･ ことである。その場合、（ソビエト人民の感情と思想を統一させて

いた）社会主義的理想を拒否し、権威主義・族長主義的メンタリティを

拒否することなしには、提起された課題を達成することは不可能である。

資本主義化の途を歩み出したロシアにとっては、伝統的なものは後退で

ある。ロシア組織が新しい条件のもとで生き延びることができるか否か

はクリエイティブな企業文化企業に転換できるかどうかに掛かってい

る」。グリャンスカヤが問題視しているのは「伝統的なもの」に対する

評価である（23）。

　グリャンスカヤにとって重要な課題は「旧いものと新しいもののバラ

ンスを見いだすことである」。カピトノフたちが述べているように伝統

的な価値観を完全に拒否するならば、組織の社会文化領域は不安定にな

るだけであり、組織のなかに境界人（組織に帰属感を持てない人々」が

増大することになる。世界各地で公表されている調査研究の分析結果は、

グリャンスカヤの読み方に従えば、多くの従業員の職場生活の根底には

伝統主義的な価値観が横たわっていることを示している。「伝統的な価
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値観は重荷ではないし、前進を妨げるものではないのである」。その伝

統主義的な価値観が個人主義である社会もあれば集団主義である社会も

ある。東洋諸国では、西洋諸国に比べると、個人主義のレベルが低くなっ

ている。これが一般的な傾向である。ロシアでは、図表９のように、65 

％前後の人々が自己を集団主義者と認識している、というのがグリャン

スカヤの現状認識である。

　このような認識から、ソヴィエト時代には確かに（ロシアのメンタリ

ティに固有な）集団主義が唯一の世界観であり、現在の価値観の転換は

集団主義から個人主義へ向かっているが、個人主義はたかだか可能なオ

ルタナティブな１つとして位置づけられるものにすぎない（24）、というグ

リャンスカヤの基本的な立場が明確にされ、つぎのような文章が続いて

いる（25）。

　「集団主義は伝統的な文化の基盤的な特色であり現代組織の支柱である。

国民的文化に深く根ざしている行動様式を急いで変えることは間違いなく

資源の無駄である。組織文化を最適化するときに肝要なことは個人主義と集

団主義の価値観を巧みに理性的に結合することである」。一方で、個人主義

はイニシャティブや自立性を刺激する現代組織の要因である。他方で、集団

主義は、旧いものと新しいものの対立という観点から解放され、支柱という

観点に立つと、ロシア企業がロシアの現実に応え適応していく「精神的、道

徳的基盤」となろう。集団主義は「目的、利害、価値志向の統一に作用し、

そのことが団結そして共同活動の効率向上の重要な要因となる」。

　個人主義と集団主義の最も強い側面を結びつけ、個人の自由、集団の

利害そして組織の目的のバランスをとることが必要である。これが、彼

女が繰り返し説くところのものであり、それらの価値観をどのように選

択してバランスさせるかは、外的な環境がそれぞれ異なっている以上、
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個々の組織に委ねられる問題となり、結果的には、そこに企業文化に個

性が生まれることになる。

　グリャンスカヤの主張は、これまで各種の文献において提示されてき

た企業モデルはインターナショナルに適用されるものであるが、体制転

換を経験したロシアには必ずしもそのままでは適用できない、というこ

とを発信しているように、本稿の筆者（宮坂）には読み取れる。このよ

うな主張は上掲のヴィヤザンキナのなかにも明確に見られたものであ

り、ロシアの学界のなかにそのような発想に立つ人々が増えてきている

こと示している。

　これは、２つの「相対立する」価値観（個人主義価値観と集団主義価

値観）を組み込んだ、ロシア企業に「相応しい」、企業文化は存在する

のか？という問題提起でもある。

４　ロシアから見た日本の企業文化

　ロシアの学界のなかでは、冒頭でも触れたように、日本の企業文化に

関心を寄せている研究者が少なくない。例えば、手元に、オブチニコフ

（Овчинников, Д. Л.）が 2006 年にモスクワ大学に提出した学位申請論文

「ロシアと日本の企業文化：比較分析」（Корпоративная культура в России 

и Японии : Сравнительный анализ）（26）がある。彼は、科学的文献や公式

記録を読み込み日本とロシアの企業文化の特色を研究した結果として、

つぎのような「結論」を提示している。

　「ロシアと日本の国民文化には、類似点 ･･･ 並びに相違点 ･･･ が存在

している。そしてこの国民文化が会社の企業文化に影響を及ぼしている。

結論的に言えば、日本企業の企業文化を純粋な形でロシア企業に移植す

ることはできない。しかし、両国の文化の類似性を考慮すると、ロシア

は企業文化の『混合』モデルを打ち立てることができるであろう。将来

的には、西洋とも東洋とも異なるタイプの新しいロシア型の組織文化の
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出現が可能である」、と。

　このような結論には、上の行論にて論じてきた事柄を踏まえると、目

新しい指摘があるわけではないが、第１の類似点として集団主義が挙げ

られていることに関して言えば、集団主義がやはりキーワードである、

ということが改めて理解される。しかし同時に、何故に、ロシアは日本

の「集団主義」に執拗に注目しているのか、言い方を換えれば、拘って

いるのであろうか？ これは学界の単なる流
は や り

れという現象ではなく、そ

れなりの根拠がある、とみるべきであろう。

　1960 年代の後半から 70 年代にかけて日本が経済大国として再び世界

の注目を集めるとともに、日本人には（欧米人の眼からみて）特殊で独

特な行動様式がみられるという「神話」が急速に広まり、日本人の典型

的な行動様式を「“個” が確立していないこと→集団志向→ “和” の重視

→集団主義」という脈絡のなかにみいだすことができると、いう考え方

が、多数の文献のなかで繰り返し指摘されることによって、１つの「常

識」となり、今日でも、多少の振幅がみられたが、その傾向が続いてい

る。筆者（宮坂）は、その問題に対して、多くの日本人は組織に所属す

ると確かに「集団主義」的に行動しているが、それにはそれなりの理由

があるとの立場から、そのメカニズムを解明したことがある。

　日本企業は人工的につくりだされた共同体（以下「共同態」と表記）

であり、そのなかで生きる人々は集団主義的に行動せざるを得ない、と

いうのがその要旨である（27）。

　日本企業に、特に戦後から 21 世紀前後の日本企業に見られた集団主

義は－そこには国民性（風土的性格）に規定された部分も多分に存在し

ているが－重層構造を成しており、基本的には、２つの集団主義が区別

される。すなわち

（1）資本主義生産様式以前の共同体的生活（ムラ）の共同体的結合のも

とでみられる集団志向的な行動や心理としての集団主義、
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（2）それが企業にもち込まれ、企業家（経営者）によってイエの論理の

もとに吸いあげられ、管理サイクルの円滑な実現をめざす管理技術が

制度化されたものとしての具体的な経営制度を通して再生産された、

会社本位主義としての集団主義、

がそれである。

　共同体的結合は（イエ・ムラに代表される）社会的結合（一体化結合）

に相当するものでありそれによって日本人の深層心理としての集団主義

的志向が生み出されたのであろう。これが日本人の心理的特性としての

「集団への所属の欲求」「集団への定着志向」であり（28）、一般に国民性

としての集団主義といわれているものである。そして明治期に、その「共

同体へのあこがれ」を利用する形で、一方で、企業家が「イエ意識」を

企業にもち込み（共同体的結合の強制⇒企業の共同体化）、他方で、そ

の心理に適合する形で更には経済的条件や社会的条件の決定的な作用の

もとで共同態としての企業の具体的な経営制度がつくり出されたため

に、その枠のなかで「集団主義」行動規範・心理が形成された。その後

（主として、第二次大戦後）、この人工的につくり出されたものとしての

集団主義規範が日本人に特徴的なものであるという普遍的な価値「観」

にまで高められ、これが教育・宣伝（イデオロギーとしての集団主義）

されるに至り、それが従業員たちのなかに「我々日本人は集団主義者で

なければならない」という心理が形成されるように作用してきたのであ

る。ここに至ると従業員の集田主義的行動・心理が再生産されていく「途」

が完成する。このメカニズムは図表 12 のように図式化できる。

　日本の労働者は会社に高い忠誠心を示し組織コミットメントが強いと

いわれている。だがそれは－たしかに現象的には「事実」であろうが－

人工的に（意図的に）共同体化された企業のなかで（共同態としての企

業に適合する形で展開された経営制度によって再生産されていく）集団

主義的行動・思考の確立とともに生じたものなのである。したがってそ
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れは決して自発的なものではなく、その意味で基本的には「強制」的な

ものである。ただしそれは必ずしも全面的に強制的なものでもないので

あり従業員自身の意思（利害）を反映した「強制」的なものなのである。

そのような忠誠心が外からみると自発的なものと映ることもあるのはま

さにこのためである。

　日本的な集団主義のメカニズムを上記のようにまとめることができる

とするならば、日本の集団主義とロシアの集団主義がオーバーラップし

て見えてくる。なぜならば、ムラ共同体に基づく集団志向的な行動や心

理としての集団主義がロシアの厳しい自然条件やミール等に基づく国民

性としての集団主義に重なり、そして人工的につくりだされた共同態が

社会主義社会（企業）に、更には、イデオロギーとしての集団主義が社

会主義イデオロギーに重なってくるからである。とすれば、日本的な経

営とソヴィエト／ロシアの経営の類似性が論じられるのは自然の流れで

あり、ロシアの研究者が日本の経営に関心を示しそこから学ぼうという

姿勢を鮮明にするのは極めて合理的な態度である、と言えるのではない

だろうか。
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